
市営住宅真美ヶ丘団地
入居申込案内

お問合せ先

香芝市役所総務情報課総務係

〒６３９－０２９２

奈良県香芝市本町１３９７番地

電 話 ０７４５－４４－３３３２（直通）

０７４５－７６－２００１（市役所代表）

ＦＡＸ ０７４５－７８－３８３０

申込受付期間

・令和８年９月１５日（火） ～ ９月３０日（水）

指定入居日

・令和８年１２月１日（火）
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１．市営住宅申込資格の有無

－ １ －

香芝市内に住所または勤務先がある。 いいえ 申込みできません。

住宅に困窮している。(持ち家がない）

はい

申込みできません。

はい

単身者である。 ３ページ｢単身者の申込みについて」のいずれかに該当する。

いいえ

はい

いいえ

夫婦・親子を主体の家族である。

はい

世帯を不自然に分離している。

いいえ

令和８年１１月末までに婚姻予定である。

は
い

いいえ

申込みできません。

いいえは
い

はい

基準月収額を計算してください。(６・７ページ参照）

基準月収額が１５万
８千円以下である。

いいえ
基準月収額が２１万
４千円以下である。

いいえ 申込みできません。

はい

裁量世帯である。(３ページ参照)

は
い

はい

いいえ 申込みできません。

国税および地方税を滞納していない。

はい

申込者(同居予定者を含む)が、暴力団員ではない。

はい

いいえ 申込みできません。

いいえ 申込みできません。

申込みできます。

はい

保証人がいる。 いいえ 申込みできません。

いいえ



２．申込みから入居手続きまで

下記の通り大きく分けて３段階の手続きがあります。

すべての手続きを終えなければ入居できません。

－ ２ －

申込

入居資格
審査

① 入居予定者通知の発送
・ 必要書類を通知します。

② 入居資格審査
・ 審査は、総務情報課で行いますので、通知された書類を提出(郵送可)して

ください。
・ 指定期間内に書類提出がない場合は、失格となります。

③ 実態調査
・ 現住所・勤務先等を訪問させていただきます。

入居手続

① 入居許可決定通知書の発送
② 入居手続きの通知

・入居説明日や必要書類を通知します。
③ 入居説明

・ 入居に必要な書類(請書等、保証人が１名必要）を提出してください。
④ １か月分の家賃および敷金(家賃３か月分)の納付
⑤ 入居決定

  ・ 入居手続きを完了された方に鍵を渡します。
・ 指定入居日までに入居手続きを完了されなかった場合は、入居許可
 決定が取り消されます。

⑥  指定入居日に入居

① 申込案内

・ 案内に添付している｢申込書｣を使用します。

・ 申込みは一世帯につき一通とします。

・ ｢申込書｣は、令和８年９月１５日（火）から９月３０日(水)までに香芝市役所総務情報課

まで持参してください。（受付は、開庁日の午前８時３０分から午後５時まで）

※持参以外での提出は受付できません。

② 受付番号の交付

③ 公開抽選会【公開抽選会日時：令和８年１０月１８日（日） 午前１０時～】

     申込者多数の場合は、抽選により入居予定者を決定します。

・ 抽選は公正を期すため公開により開催します。

・ 抽選会を欠席された場合、抽選結果は当選された方(補欠当選の方も含む)の

み、抽選日翌日以降にお知らせします。



３．入居申込みの資格

１～７のすべての条件に該当する方が申込みできます。

1. 香芝市内に住所または勤務地を有する方

2. 現に同居し、または同居しようとする親族（事実上婚姻と同様の事情にある方または令和８年１１月末ま

でに婚姻の予約がある方を含む）がある方

3. 住宅に困窮している方（家をお持ちの方は、申込みできません）

4. 公営住宅法の規定により年間所得金額から算出する収入基準（基準月収額）が１５万８千円以下である

こと。

ただし、 裁量世帯 である場合は、２１万４千円以下の範囲まで認められます。

5. 国税および地方税を滞納していない方

6. 申込者または同居予定者が、暴力団員ではないこと

7. 保証人（原則として香芝市内に居住し、申込者と同等以上の収入を有する方）がいること

－ ３ －

次のいずれかに該当する方は単身で申込できます。

① ６０歳以上の方

② 身体障害者手帳の交付を受けている方（障害程度１級～４級）

③ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方（障害程度１級～３級）

④ 療育手帳の交付を受けている方（障害程度が③と同程度であること）

⑤ 戦傷病者手帳の交付を受けている方（戦傷病者特別援護法第２条第１項に規定する戦傷病者
で、その障害の程度が、恩給法別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症までまたは同法別表
第１号表ノ３の第１款症である方）

⑥ 厚生労働大臣の認定を受けている原子爆弾被害者

⑦ 生活保護を受けている方

⑧ 海外からの引揚者（引き揚げた日から５年以内の方）

⑨ ハンセン病療養所入所者（厚生労働大臣が定めるハンセン病療養所に入所していた方）

⑩ ＤＶ被害者の方で、次のいずれかに該当する方

ア 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」の規定による一時保護、

婦人保護施設における保護または「児童福祉法」の規定による母子生活支援施設におけ

る保護が終了した日から起算して5年を経過していない方

イ 裁判所がした命令の申立てを行った方で当該命令がその効力を生じた日から起算して5

年を経過していない方

ウ 婦人相談所等による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関するに関する証明書」が発

行されている方

裁量世帯とは、次のいずれかに該当する世帯をいいます。

① 申込者または同居予定者に、次のアからキに該当する方がいる場合
ア 身体障害者手帳の交付を受けている方（障害程度１級～４級）
イ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方（障害程度１級または２級）
ウ 療育手帳の交付を受けている方（障害程度がイと同程度であること）
エ 戦傷病者手帳の交付を受けている方（戦傷病者特別援護法第２条第１項に規定す

る戦傷病者で、その障害の程度が、恩給法別表第１号表ノ２の特別項症から第６ 項症まで、
または同法別表第１号表ノ３の第１款症である方）
オ 厚生労働大臣の認定を受けている原子爆弾被害者
カ 海外からの引揚者（引き揚げた日から５年以内の方）
キ ハンセン病療養所入所者（厚生労働大臣が定めるハンセン病療養所に入所していた方）

② 申込者が６０歳以上で、かつ、同居予定者のいずれもが６０歳以上または１８歳未満である場合
③ 同居予定者に小学校就学前の子供がある場合

裁量世帯



４．提出書類、入居資格審査、実態調査

提出書類

入居予定者の方は、指定日までに下記の書類を提出してください。
※ 提出は、原則申込者本人がしてください（郵送可）。
※ 次の提出書類のうち、以下のものは「個人番号カード」の提出などをもって、代えることができます。

(1)住民票謄本 (2)課税証明書または非課税証明書 (3)身体障害者手帳の写し
(4)精神障害者保健福祉手帳の写し (5)生活保護受給証明書

① 住民票謄本
申込者および同居予定者全員分、続柄記載のものが必要です。

② 所得に関する証明書
申込者および同居予定者全員分（義務教育を終了した方）、次の証明書が必要です。

申込者および同居予定者の中で、収入のある方全員の収入を証明する次の書類が必要です。

✓ 令和８年度の課税証明書または非課税証明書 ⇒市町村役場発行
✓ 令和７年分の源泉徴収票 ⇒勤務先発行
✓ マイナ保険証又は資格確認書の写し

※申込みから３ヶ月以内に退職される方については、勤務先で発行する退職予定証明書
が必要です。

✓ 令和８年度の課税証明書または非課税証明書 ⇒市町村役場発行
✓ 令和７年分の確定申告の控え（税務署等の受付印のあるもの）
✓ マイナ保険証又は資格確認書の写し

✓ 令和８年度の課税証明書または非課税証明書 ⇒市町村役場発行
✓ 令和７年分の源泉徴収票 ⇒年金事務所発行

所得のある方

給与所得の方

事業（営業）所得の方

年金所得の方

申込者および同居予定者の中で、無収入の方のマイナ保険証又は資格確認書の写し
で扶養関係が確認できない場合は、次の書類が必要です。

✓ 令和８年度の課税証明書または非課税証明書 ⇒市町村役場発行
・最近退職した方は、元勤務先発行の退職証明書（公共職業安定所

発行の離職届でも可）をあわせて提出してください。

✓ 生活保護受給証明書 ⇒市町村役場発行

所得のない方

無所得の方

生活保護受給者

－ ４ －



実態調査

③ 婚姻予約証明書（該当者のみ）
婚姻予定者（令和８年１１月末までに結婚する方）は、婚姻予約証明書に必要事項
を記入し、押印をして提出してください。

④ 戸籍謄本（該当者のみ）
母子・父子及び単身で入居する場合、配偶者がいないことを確認するために必要です。
別居中の親族が同居する場合、親族関係を確認するために必要です。
ひとり親家庭で児童扶養手当を受給されている方のうち、戸籍上の配偶者がいないこと
を市町村役場で発行する証明書で証明できる場合は代用できます。

⑤ 同居承諾書（該当者のみ）
現在、別の場所に居住している親族が同居する場合は、双方の同居承諾書が必要
です。（様式は問いませんが、双方の署名押印が必要です）

⑥ 各種控除額に関する証明書（該当者のみ）
同居親族内に特別控除対象者がいる場合は、それを証明できる書類が必要です。
<例>身体障害者手帳の写し、精神障害者保健福祉手帳の写し 等 （９ページ参照）

⑦ 国税及び地方税に滞納がない旨の証明書

⑧ 現住所付近の略図
申込時点において、それぞれ別の場所に居住している場合（婚姻予定者が申込む
場合・別居している親族が同居する場合等）、双方の略図が必要です。

⑨ その他必要書類
必要に応じて上記以外の書類の提出を求めることがあります。

① 申込者本人から提出された書類により、入居資格審査を行います。

② 入居資格審査により入居資格がないことが判明した場合は、失格になり、補欠当選者の
補欠番号の上位の方から繰り上げ選考します。
また、当選者が入居を辞退した場合も同様に繰り上げ選考します。
※ 入居を辞退する場合は、必ず書面により辞退届を提出してください。

入居資格審査の結果、入居予定者に決定した方の申込書および提出書類の記載内容を確
認するため、現住所・勤務場所等を訪問し、調査します。

※ 申込書及び提出書類の内容が事実と相違していた場合は、失格になります。
実態調査の結果、適当であると認めた方に入居手続き通知書を発送します。

－ ５ －

入居資格審査



基準月収額の計算方法

１．年間総収入金額を計算します ２．年間所得金額を計算します ３．控除額を差し引いて基準月収額を計算します
複数の所得がある世帯は分けて計算してください 年間総収入金額から所得区分ごとに計算してください

－ ＝ ÷１２＝

－ ７ －

合計

世帯の年間所得金額

円

世帯の控除合計額

円

控除後の年間所得金額

円

基準月収額

円
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＋

 

年
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＋

÷12＝
基 準
月収額

５．入居収入基準（基準月収額）の確認

－ ６ －

本人及び家族 年間総収入金額

① 円

② 円

③ 円

年間所得金額

① 円

② 円

③ 円

所得区分 就職時期・受給時期・開業時期 年間総収入額の計算方法

【給与所得】
俸給、給料、賃金、
ボーナスなどの所
得です。
年間総収入額は、
賞与、臨時給与、
手当てなどを含め
た税込みの金額で
す。

現在の勤務先に前年１月１日
以前から引き続き勤務してい
る場合

源泉徴収票の「支払金額」の欄に記載されている額

現在の勤務先に前年の１月２
日以降就職し、現在まで１年
以上勤務している場合

勤務した翌月から12ヶ月間の総収入金額

現在の勤務先に就職してから1
年間に満たない場合

就職した月から現在までの給料等の総額

÷就労月数×12ヶ月＋賞与

現在の勤務先に勤めて、まだ
１ヶ月分の給与を受けていな
い場合

雇用条件に基づく支給予定月額を１２倍した年間推定総
収入金額

【年金所得】

厚生年金、国民年
金、恩給などの所
得です。

引き続き１年以上年金を受給
している場合

前年分の支払金額
年金額の改訂があっ
た場合は、改定通知
書の支払年金額
（２種類以上の課税
対象年金を受給して
いる場合は、その合
計支払年金額）

年金を受給してから１年に満
たない場合

年金証書の支払年金額
（１回分の支払額を６倍）

【その他の所得】

事業所得（自営業、
サービス業、保険
外交員等）、利子
所得、不動産所得
等の所得です。

前年１月１日以前から引続き
同じ事業をしている場合

所得税確定申告書控えの所得金額の欄に記載されている額
所得金額＝年間総収入金額ー必要経費

前年１月２日以降に現在の事
業を始めた場合

事業を始めた翌月からの所得金額で計算した額
（計算方法については、上記「給与所得の場合」の例に
ならってください）

年間総収入金額＝A 年間所得金額

  651,000円未満 年間所得金額＝0円

  651,000円以上～
1,900,000円未満

Ａ – 650,000円

1,900,000円以上～
3,600,000円未満

（ Ａ ÷ 4 = Ｂ（千円未満端数切捨て））
× 2.8 – 80,000円

3,600,000円以上～
6,600,000円未満

（ Ａ ÷ 4 = Ｂ（千円未満端数切捨て））
× 3.2 – 440,000円

6,600,000円以上～
8,500,000円未満

Ａ × 0.9 – 1,100,000円

8,500,000円以上～ Ａ – 1,950,000円

65歳
以上

1,100,000円以下 年間所得金額＝0円

1,110,001円以上～
   3,300,000円未満

Ａ -1,100,000円

3,300,000円以上～
4,100,000円未満

Ａ ×0.75 -275,000円

4,100,000円以上～
   7,700,000円未満

Ａ ×0.85 -685,000円

7,700,000円以上～
10,000,000円未満

Ａ ×0.95 -1,455,000円

65歳
未満

600,000円以下 年間所得金額＝0円

600,001円以上～
   1,300,000円未満

Ａ -600,000円

1,300,000円以上～
   4,100,000円未満

Ａ ×0.75 -275,000円

4,100,000円以上～
   7,700,000円未満

Ａ ×0.85 -685,000円

7,700,000円以上～
10,000,000円未満

Ａ ×0.95 -1,455,000円

その他の所得

年金所得

給与所得

※15万8千円以下の人

※裁量世帯(３ページ参
照)に該当する場合は、
21万4千円以下の人



６．家賃

基準月収額（円）
令和８年度決定家賃額（円）

１階(２ＤＫ)

0 ～ 104,000 ２５，４００

104,001 ～ 123,000 ２９，４００

123,001 ～ 139,000 ３３，６００

139,001 ～ 158,000 ３７，９００

158,001 ～ 186,000 ４３，３００

186,001 ～ 214,000 ４９，９００

－ ８ －

家賃額は、公営住宅法に基づき入居者の収入状況により、毎年度家賃が算定されます。

７．年間総収入金額（上限額）早見表 単位：円

区 分 単身者 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯

基準月収額
158,000円以下世帯 2,967,999 3,511,999 3,995,999 4,471,999 4,947,999

裁量世帯 3,887,999 4,363,999 4,839,999 5,311,999 5,787,999

65
歳
未
満

区 分 単身者 ２人世帯 ３人世帯

基準月収額
158,000円以下 3,028,015 3,534,682 4,041,349

裁量世帯 3,924,015 4,391,778 4,838,837

65
歳
以
上

区 分 単身者 ２人世帯 ３人世帯

基準月収額
158,000円以下 3,096,011 3,534,682 4,041,349

裁量世帯 3,924,015 4,391,778 4,838,837

区 分 単身者 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯

基準月収額
158,000円以下世帯 1,896,011 2,276,011 2,656,011 3,036,011 3,416,011

裁量世帯 2,568,011 2,948,011 3,328,011 3,708,011 4,088,011

◆給与所得者の場合 ※特別控除は、含んでいません。

◆年金所得者の場合 ※特別控除は、含んでいません。

◆その他の所得者の場合 ※特別控除は、含んでいません。



８．各種控除の内容及び控除額

－ ９ －

一般控除

控除種別 控除対象者 控除額

同居および
扶養親族控除

申込者本人を除く、同居親族および遠隔地扶養親族

ー ＋

一人につき ３８万円

給与所得等
控 除

申込者または同居親族に給与所得または公的年金等に係る雑所
得を有する人

所得を有する人
一人につき

１０万円
合計所得が１０万円未満
の場合はその額

控除種別 控除対象者 控除額

老人扶養控除 扶養親族のうち年齢７０歳以上の人 親族控除のほか
一人につき

１０万円
老人控除対象
配偶者控除

同一生計配偶者のうち年齢７０歳以上の人

※
特定扶養控除 扶養親族のうち年齢１６歳以上２３歳未満の人

親族控除のほか
一人につき

２５万円

障害者控除

申込者本人及び扶養親族のうち、次の①～⑤のいずれかに該当する人
① 精神保健指定医などから中度・軽度の知的障害者と判定された人
② 身体障害者手帳の交付を受けている人で３級～６級の人
③ 戦傷病者手帳の交付を受けている人で第４項症～第５項症の人
④ 年齢６５歳以上で障害の程度が①②と同程度であることの福祉事務所

長の認定書を交付されている人
⑤ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人で２級・３級の人

親族控除のほか
一人につき

２７万円

特別障害者
控 除

申込者本人及び扶養親族のうち、次の①～⑧のいずれかに該当する人
① 心神喪失状況にある人
② 精神保健指定医などから重度の知的障害者と判定された人
③ 身体障害者手帳の交付を受けている人で１級・２級の人
④ 戦傷病者手帳の交付を受けている人で特別項症～第３項症の人
⑤ 原子爆弾被爆者のうち厚生労働大臣の認定を受けている人
⑥ 常に就床を要し、複雑な介護を要する人
⑦ 年齢６５歳以上で障害の程度が①②③と同程度であることの福祉事務

所長の認定書を交付されている人
⑧ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人で１級の人

親族控除のほか
一人につき

４０万円

寡婦控除

申込者本人及び同居親族のうち、下記の「ひとり親」に該当せず、次のいず
れかに当てはまる人
〇夫と離婚した後婚姻しておらず、扶養親族がいる人で、合計所得金額が
500万円以下の人
〇夫と死別した後婚姻をしていない人または夫の生死が明らかでない一定の
人で、合計所得金額が500万円以下の人

寡婦の方で所得が
ある場合

２７万円
合計所得が２７万円未満
の場合はその額

ひとり親控除

申込者本人及び同居親族のうち、婚姻していないことまたは配偶者の生死
が明らかでない一定の人で、次の要件のすべてに当てはまる人
〇その人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる一定の人がい
ないこと
〇生計を一にする子がいること（子の総所得金額等が48万円以下で他の人
の同一生計配偶者や扶養親族でない場合に限る）
〇合計所得金額が500万円以下であること

ひとり親の方で
所得がある場合

３５万円
合計所得が３５万円未満
の場合はその額

入居人数

名

申込本人

１名

遠隔地扶養

 名
×  ３８万円＝

親族控除額

 万円

※ 所得税法により認定された人であることが必要です。ただし、特定扶養控除に
ついては被扶養者であれば、所得税法により認定されている必要はありません。

特別控除



個人情報の保護について

９．申込みの無効・失格等

－ １０ －

香芝市では、個人情報を適正、かつ安全に取り扱うため、「個人情報保護法」の趣旨に従い、
次のような措置を講じています。

1. 収集の制限
あらかじめ取り扱う目的を明らかにしたうえで、原則として本人から収集します。

2. 利用および提供の制限
事務の必要性から収集した個人情報は、目的以外には利用、提供しません。

3. 適正な管理
保有する個人情報は、正確かつ最新の状態に保つように努め、漏えいや滅失に対する防
止について細心の注意をはらいます。

申し込みの無効・失格

次のような場合は申込みを無効とし、当選されても失格となります。

1. 申込書に不正の記載があったとき。
2. 申込書に必要事項が記載されていないとき。
3. 重複申込みをしたとき。

・一世帯（婚約者との申込みの場合等も一世帯とする）で、２通以上の申込みをしたときは
すべての申込みが無効となり、当選されても失格となります。

4. 入居申込資格がないとき。
① 香芝市内に住所、または勤務場所がない方
② 住宅に困窮していない方（持ち家がある方は、申込みができません。）
③ 収入基準（基準月収額）が、規定額を超える方

一般世帯は１５万８千円、裁量世帯（３ページ参照）は２１万４千円となります。
5. 申込者（同居予定者を含む）が暴力団員であることが判明したとき。
6. 家族を不自然に分割して申込んだり、今回入居しようとする方以外の人に扶養されている方

が同居する申込みは原則できません。
① 両親の片方とだけ同居する申込み
② 兄弟姉妹（両親死亡の場合を除く）での申込み
③ 本人とおじ、おば、甥、姪、いとこ等が同居する申込み
④ 友人等の寄合いでの申込み

7. 婚姻予定者（令和８年１１月末までに結婚される方）は、婚姻届の提出がなければ失格にな
ります。（婚姻届受理証明書等により確認します。）

8. 指定入居日までに入居手続きが完了されなかったとき。

申込みの無効、失格



入居に際しての注意事項

１０．入居

① 入居手続きには、所定の用紙に記入押印の上、保証人の所得証明書・印鑑登録証
明書が必要です。
保証人は、原則として市内に住所がある方で、独立の生計を営み、かつ入居予定者と
同等以上の収入がある方とします。

② 敷金として入居時における家賃の３か月分に相当する額を納入していただきます。

③ 指定入居日（入居できる日）は、公告によります。
ただし、実態調査の結果により、指定入居日が遅れる場合があります。

④ 入居後すみやかに住所の移転手続きを行い、住民票謄本を提出してください。

⑤ 婚姻予定者については、入籍確認後に入居手続きを行います。

⑥ 入居後の家賃支払いは、本市の指定する金融機関での口座振替とします。

⑦ 家賃以外に駐車場使用料（使用者のみ）、共益費および水道料金を家賃口座振替時
に併せて引き落とします。

① 犬・猫などペットの飼育は、禁止します。

②  家賃以外にも共益費（全員）・駐車場使

 用料（使用者のみ） ・自治会費（加入者

 のみ）が必要となります。

③ 通行の妨げとなりますので、共用部分等（廊下・玄関ホール・ピロティ）に荷物をおかな
いでください。

－ １１ －

共益費 ：３千円/月
駐車場使用料 ：３千円/月
真美ヶ丘自治会費 ：４００円/月

① 不正な行為によって入居したとき。

② 家賃を３ヶ月以上滞納したとき。

③ 住宅または共同施設を故意にき損したとき。

④ 住宅を無断で他の者に貸し、またはその入居の権利を他の者に譲渡したとき。

⑤ 住宅を無断で他の用途に変更したとき。

⑥ 住宅を無断で模様替えまたは増築したとき。

⑦ 承認を受けずに入居者以外の者を同居させたとき。

⑧ 正当な理由によらないで、無断で１５日以上住宅を使用しないとき。

⑨ 周辺の環境を乱し、または他に迷惑をおよぼす行為をしたとき。

⑩ 暴力団員であることが判明したとき。

入居後、次に該当する行為等をされた方は、退去していただく場合があります

入居



１１．市営住宅の概要と募集戸数

－ １２ －

名 称 香芝市営住宅 真美ヶ丘団地
住 所 香芝市真美ヶ丘三丁目２番４３号
敷 地 面積 ５，９６５．７５㎡
建 年 平成１７年
建 物 住居棟 建築面積 ８８２㎡ 延床面積 ２，０５４㎡

鉄筋コンクリート造 ３階建 集合住宅 ３０戸
集会所 建築面積 ８７㎡ 延床面積 ７０㎡

鉄骨造平屋建（集会室、和室、湯沸室、トイレ）
付属施設 駐車場３０台分 駐輪場３０台分 ゴミ集積所

全戸バリアフリー エレベーター有り
環 境 交通機関 鉄道 近畿日本鉄道大阪線 五位堂駅 徒歩１５分

バス 奈良交通 「真美ヶ丘東小学校」（五位堂駅行）
香芝市コミュニティバス 「真美ヶ丘東小学校」

（真美ヶ丘・穴虫ルート）
周辺施設 真美ヶ丘東小学校

（市営住宅ベランダ側）
かつらぎの道
（市営住宅へのスロープ有り）
真美ヶ丘東幼稚園
香芝東中学校 他

市営住宅の概要



募集戸数

募集戸数 : ２ＤＫ １戸

【市営住宅１階】
・水洗トイレ・風呂有り
・オール電化住宅
・バリアフリー

－ １３ －

平面詳細図

募集戸数
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